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はじめに 

 

平成27年度の普通会計に基づく「昭島市の財政」がまとまりました。 

 

平成２７年度の決算は、歳入総額430億3千万円、歳出総額419億1千万円で、形式収支は

11億2千万円の黒字となり、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支においても9

億9千万円の黒字となりました。歳入では法人市民税などの減により市税収入が減少し、諸

収入や普通交付税も減となる中で、臨時財政対策債の借入れなどにより財源を補塡すること

で、収支の均衡を図った決算となっています。 

 

本市では、厳しい財政状況が続く中で、平成6年度から事務事業の見直しや職員数の削減な

どの行財政改革に取り組んできました。しかしながら、これまでの長年にわたる行財政改革

の取り組みにもかかわらず、喫緊かつ重要な課題は山積し、市を取り巻く行財政環境は、極

めて厳しい局面に立ち至っています。このような状況下においても、市民サービスの向上を

図るとともに、新たな行政課題に対応していくためには、これまで以上に行財政改革を推進

し、自主自立の行財政運営の確立に努めていかなければなりません。 

今後も引き続き行財政改革を推進するとともに、限られた財源の効率的・効果的な執行によ

り財政基盤の強化に努め、第五次昭島市総合基本計画における将来都市像である『ともにつ

くる 未来につなぐ 元気都市 あきしま』の実現に向け、まちづくりのあらゆる分野で市

民の皆様のご期待に応えてまいりたいと存じます。 

 

また、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率・資金不足比率の

概要も掲載しています。この小冊子が、本市の財政状況をご理解頂くうえでの一助となれば

幸いです。 

 

引き続き市政運営に対しまして、ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

平成2８年9月 

 

昭 島 市 

 

-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・ 

※ 平成27年度は、平成27年4月1日から平成28年3月31日までの期間です。なお、平成28年4月1日から5月31日

までの出納整理期間の収支は、年度末までに終了したものとして処理しています。 

※ 各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数整理をしていないため、合計額等と一致しな

いことがあります。 

※ 原則として、普通会計の決算数値を使用しています。普通会計とは、決算統計上の会計で、総務省で定め

る基準により決算数値を整理したもので、各地方公共団体間の相互比較や時系列比較が可能となるよう、全

国統一に用いられる会計です。 

※ 普通会計上、代理受領に係る給付費相当分112,008千円を一般会計歳入・歳出決算額から控除しています。 

※ 本書中の「26市」とは、昭島市を含む東京都内26市です。 

-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・ 
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財政規模 

歳入決算額の状況 

 

 

 

 

歳入決算額を市民一人当たりに換算すると・・・381,16９円 

  

   

市税 

 １７０，２１０円 

 

市民税、固定資産税、都

市計画税などの税金 

 

国都支出金 

 １３１，６９９円 

 

特定の事業のために国や

都から支出されるお金 

 

その他      ６０，６００円 

 

☆繰入金…基金や特別会計から一般会計に繰り入れられるお金 

 

☆地方交付税（普通交付税）…地方公共団体間での財源の均衡

化を図るため、国から交付されるお金 

  

☆分担金及び負担金…保育料など、市が行う特定の事業により利

益を受ける人が、その事業のために支払うお金 

 

☆各種交付金など…各種法令で定められた一定基準によって国や

都から市へ配分されるお金 

 

☆諸収入など…各種事業参加者負担金、有価物売却収入など 

市債 

  １０，４６３円 

 

建設事業などを行う際に

国・都・銀行などから長期

にわたり借り入れるお金 

 

使用料及び手数料 

    ８，１９７円 

 

自転車駐車場など市の施

設の使用料や、住民票・

税証明書などの手数料 

 

歳入総額 

430 億 

3286 万円 2 千円 

市税 

192 億 

1620 万 6 千円 

(44.7％) 

国庫支出金 

92 億 

2684 万 1 千円 

(21.4％) 

都支出金 

56 億 

4162 万 4 千円 

(13.1％) 

市債 

11 億 

8120 万円 

(2.8％) 

繰入金 

6 億 2453 万 6 千円 

(1.5％) 

地方交付税 

4 億 4117 万 4 千円 

(1.0％) 

分担金及び負担金 

5 億 9895 万円 

(1.4％) 

使用料及び手数料 

9 億 2547 万円 (2.1％) 

諸収入など 17 億 8888 万 4 千円 (4.1％) 

内訳 

繰越金 12 億 8790 万 5 千円  

諸収入  3 億 5008 万円 など 

各種交付金など 33 億 8797 万 7 千円 (7.9％) 

内訳 

地方消費税交付金   26 億 5090 万 8 千円 

地方譲与税       1 億 7553 万 8 千円 

配当割交付金      1 億 2529 万円 

株式等譲渡所得割交付金 1 億 2304 万 6 千円 など 

内訳 

 個人市民税 

 68 億 9943 万 9 千円 

 法人市民税 

 16 億 3466 万 1 千円 

 固定資産税 

 82 億 6520 万 5 千円 

 軽自動車税 

    9220 万 9 千円 

 市たばこ税 

  8 億 3804 万 3 千円 

 都市計画税 

 14 億 8346 万 8 千円 

 特別土地保有税 

 318 万１千円 
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目的別歳出決算額の状況 

 

 

 

目的別歳出決算額を市民一人当たりに換算すると・・・３７１，２２０円 

市民一人当たり目的別分類 

    

    

民生費 

 １８１，３６７円 

 

障害者や高齢者に対す

る社会福祉、児童福祉、

生活保護などの費用 

総務費 

  ４２，２８２円 

 

庁舎管理、徴税、統計、

選挙事務、戸籍、住民登

録などの費用 

教育費 

  ４１，４７１円 

 

小・中学校教育、社会教

育、市民会館・公民館活

動、スポーツ振興などの

費用  

土木費 

  ３３，４６１円 

 

道路の新設・維持管理、

市街地・公園整備などの

費用 

衛生費 

  ２９，５２１円 

 

ごみ処理、保健衛生、予

防接種、環境衛生などの

費用 

 

 

消防費 

  １３，５０５円 

 

消防活動、災害対策など

の費用 

 

公債費 

  １８，９８７円 

 

市債（市が借り入れたお

金）の返済のための費用 

 

その他 

   １０，６２６円 

 

市議会運営、労働、農

業、商工振興、観光など

の費用 

 

歳出総額 

419 億 

965 万 7 千円 

民生費 

204 億 

7577 万 3 千円 

(48.9％) 

総務費 

47 億 

7352 万 6 千円 

(11.4％) 

教育費 

46 億 

8195 万 3 千円 

(11.2％) 

衛生費 

33 億 

3277 万 7 千円 

(8.0％) 

土木費 

37 億 

7769 万 7 千円 

(9.0％) 

消防費 

15 億 

2471 万 6 千円 

(3.6％) 

労働費 

3 億 9945 万 1 千円(0.9％) 

議会費 

3 億 8520 万 8 千円(0.9％) 

その他 (1.0％) 

 内訳：商工費 3 億 7684 万 4 千円 

     農林費    3813 万 1 千円 

公債費 

21 億 

4358 万 

1 千円 

(5.1％) 
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性質別歳出決算額の状況 

 

 

 

 

性質別歳出決算額を市民一人当たりに換算すると・・・３７１，２２０円 

市民一人当たり性質別分類 

    

    

人件費 

  ５４，１７５円 

 

市長や市職員の給料、議

員・委員報酬など 

 

物件費 

  ５４，３０５円 

 

賃金や委託料、公共施設

の管理費など 

 

扶助費 

 １２４，３９８円 

 

生活保護費、児童手当、

保育所運営費など 

 

補助費等 

  ２８，２２６円 

 

東京消防庁への消防事

務委託金や他団体(自治

会など)への補助金など 

 

普通建設事業費 

  ３４，２９４円 

 

道路の新設・改良や校舎

の改築工事費など 

 

公債費 

  １８，９８７円 

 

市債（市が借り入れたお

金）の返済のための費用 

 

繰出金 

  ３８，４８０円 

 

国民健康保険、下水道事

業など特別会計へ支出さ

れる経費 

 

その他 

  １８，３５５円 

 

維持管理費、積立金、貸

付金など 

 

歳出総額 

419 億 

965 万 7 千円 

人件費 

61 億 

1618 万 5 千円 

(14.6％) 

物件費 

61 億 

3082 万 8 千円 

(14.6％) 

扶助費 

140 億 

4418 万 2 千円 

(33.5％) 

補助費等 

31 億 

8664 万 1 千円 

(7.6％) 

普通建設事業費 

38 億 7171 万 9 千円 

(9.3％) 

公債費 

21 億 4358 万 

1 千円 (5.1％) 

繰出金 

43 億 

4429 万 8 千円 

(10.4％) 

その他 20 億 7222 万 3 千円 (4.9％) 

内訳 積立金    18 億 8274 万 2 千円 

維持補修費   1 億 8348 万 1 千円 

   貸付金            600 万円 
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平成27年度 昭島市の主な事業 

昭島市では、第五次昭島市総合基本計画の施策大綱に基づき、『元気都市 あきしま』を実現す

るため、次のような事業を行いました。 

 

自主防災組織震災時活動マニュアル策定支援 もくせいの杜備蓄倉庫新築工事
2,322千円 60,103千円

防災行政無線等デジタル化 通学路防犯カメラ設置
31,309千円 7,468千円

がん検診 保育園新築工事費補助
121,692千円 347,013千円

つつじが丘学童クラブ整備 生活保護法に基づく扶助費
162,373千円 4,390,124千円

中学生海外交流 つつじが丘北小校舎増築等工事
4,633千円 257,134千円

玉川小除湿温度保持機能復旧工事 福島会館空調設備等改修工事
272,046千円 112,482千円

昭島市と岩泉町との環境連携交流 住宅用新エネルギー機器等普及促進補助
1,153千円 3,929千円

東中神駅自転車等駐車場整備 東中神駅自由通路等整備
43,348千円 287,552千円

都市計画道路３・４・１号整備 都市計画道路３・４・２号整備
80,898千円 761,146千円

昭島ブランド構築・推進 プレミアム付商品券発行事業補助
9,968千円 71,445千円

市議会議員選挙 国勢調査
41,214千円 47,478千円

計 画 実 現 の た め に

心 ゆ き か う あ き し ま （ 明 る い 地 域 社 会 の 形 成 ）

と も に 支 え あ う あ き し ま （ 健 康 と 福 祉 の 充 実 ）

環 境 を つ な ぐ あ き し ま （ 循 環 型 社 会 の 形 成 ）

未 来 を 育 む あ き し ま （ 教 育 ・ 文 化 ・ ス ポ ー ツ の 充 実 ）

基 盤 を 築 く あ き し ま （ 快 適 な 都 市 空 間 の 整 備 ）

躍 動 す る あ き し ま （ 産 業 の 活 性 化 ）
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18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

億円 

年度 

実質収支及び単年度収支の推移 

実質収支 
単年度収支 

決算規模の推移 

平成27年度の決算は、歳入歳出ともに前年度を下回ったものの、依然として400億円を超える

大規模決算となりました。 

歳入においては、法人市民税、市たばこ税などの減収により市税が対前年度比１億円の減、立川

基地跡地昭島地区整備費負担金の減少などにより国庫支出金が対前年度比４億４千万円の減、建設

事業債及び臨時財政対策債の借入れの減少により市債が対前年度比８億円の減、繰入金が対前年度

比７億３千万円の減となったことから、総額では対前年度比約16億1千万円の減となりました。 

歳出においては、拝島駅南口自転車等駐車場整備工事が完了したことなどにより普通建設事業費

が対前年度比２億９千万円の減、立川基地跡地昭島地区周辺都市基盤整備基金の積立ての減などに

より積立金が対前年度比15億4千万円の減となったことなどから、総額では対前年度比14億5千

万円の減となりました。 

 

実質収支及び単年度収支の推移 

実質収支✐は9億9千万円の黒字となり、都

内の全市と同様に黒字を保っています。なお、

前年度からの繰越金を除いた単年度収支✐は

2億7千万円の赤字となりました。 

 

 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

実質収支 

 

： 歳入から歳出を単純に引いた｢形式収支｣から、翌年度に繰り越すべき財源を控除した決算剰余

金。(赤字の場合は純損失) 

※実質収支＝歳入決算額－歳出決算額－翌年度へ繰り越すべき財源 

単年度収支 ： ｢実質収支｣は前年度以前の収支の累積であるのに対し、単年度収支は当該年度だけの収支を捉

えるものです。 

※単年度収支＝実質収支－前年度実質収支 
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370 373 
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歳入決算額の推移 

平成27年度の歳入は430億3千万円で、対前年度比16億1千万円の減となりました。この要因

は、地方消費税交付金の大幅な増などがあるものの、法人市民税などの減収による市税の減、立川

基地跡地昭島地区整備費負担金の減少などによる国庫支出金の減、建設事業債及び臨時財政対策債

の借入れの減や繰入金の減などによるものです。 

 

 

 

市税は、市の基幹的収入で歳入全体の44.7％を占めています。平成27年度の決算額は192億 

１千万円で、対前年度比1億円の減となりました。また、国庫支出金と都支出金は、市税の次に多

く、合計で歳入全体の34.5％を占めています。これらの支出金は国の政策による事業や普通建設

事業などの補助対象事業費により毎年変動します。平成27年度の決算額は148億7千万円で、対

前年度比6億5千万円の減となりました。 

その他の歳入は、地方消費税交付金などの各種交付金のほか、地方交付税、諸収入、繰越金、繰

入金などが挙げられます。平成27年度は、消費税率の引上げに伴う地方消費税交付金の大幅な増

があるものの、土地開発基金廃止に伴う繰入金や国民健康保険特別会計繰入金などの減により繰入

金が対前年度比7億3千万円の減、地方交付税が対前年度比2億8千万円の減、市道昭島49号道路

整備工事費負担金などの減により諸収入が対前年度比2億7千万円の減となったことなどにより、

総額では対前年度比6千万円の減となりました。 
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市税の推移 

平成27年度の市税収入は192億1千万円

で、対前年度比1億円、0.5％の減となりま

した。経済状況の回復基調による給与所得の

増により個人市民税が増となった一方で、法

人税率の改定により法人市民税は対前年度

比2億1千万円の減、健康志向によるたばこ

購入本数の減などにより市たばこ税は対前

年度比2千万円の減となったことから、総額

では減となりました。 

 

 

 

 

市税の徴収率向上は税負担の公平性や歳

入確保のための重要な課題です。市では平成

19年度より「市税等収納対策本部」を設置、

平成24年度からはコンビニ収納、平成25年

度からはクレジットカード決済による納税

を導入するなど、市民の納税機会の拡充や、

利便性の向上にも努めています。 

これらの取組により、市税の徴収率は、平

成22年度から上昇に転じ、平成27年度は対

前年度比0.3ポイント増の97.4％となりま

した。これは26市平均徴収率97.5％に比べ、

0.1ポイント低い数値です。また、市税滞納

額も減少し、平成27年度は対前年度比7千

万円減の5億3千万円となっています。 

 

 

平成27年度の個人市民税の市民一人当た

りの負担額は61,113円で、26市の平均

72,445円に比べ11,332円低く、また、法

人市民税や固定資産税などを含めた市税全

体 の 市 民 一 人 当 た り の 負 担 額 で も

170,210円となり、26市の平均173,356

円に比べ3,146円低い水準となっています。 
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地方交付税の推移 

昭島市は、平成16年度から、地方交付税✐

のうち普通交付税✐が交付されない不交付

団体となりましたが、平成22年度より再び

交付を受けることとなり、平成27年度は対

前年度比2億7千万円減の3億2千万円が交

付されました。これは国の基準上の財政需要

が増となったものの、株式等譲渡所得割交付

金の増に加え、消費税率引上げにより地方消

費税交付金が増となるなど、財政収入の増が

財政需要の増を上回ったため、財源不足額が

減少した影響によります。 

なお、国の交付税財源の不足により、平成13年度から国が交付税として交付すべき金額の一部を、

地方自治体が借金（臨時財政対策債）して賄うように制度が変更され、財源不足額の一部しか普通

交付税の交付を受けられない状況となっています。平成27年度は、算定上の財源不足額が約9億円

なのに対し、普通交付税は約3億円、残りの約6億円を臨時財政対策債で賄う形になっています。 

特別交付税は、普通交付税の算定とは別に、災害や基地対策経費など特別な事情による歳出に対

して交付されます。平成27年度は、約1億2千万円の交付を受けました。 

一般財源の推移 

一般財源には、市税、地方譲与税、各種交付金や地方交付税に加え、臨時財政対策債（赤字地方

債）などがあります。国都支出金や使用料、手数料などの使途が限定されている特定財源とは違い、

地方自治体が自由に使えるお金で、一般的に歳入総額に占める一般財源の比率が高ければ高いほど、

財政の自立性・弾力性が高いといえます。 

平成27年度の一般財源は、市税や臨時財政

対策債の借入額の減少などが影響し、268

億2千万円となり、対前年度比12億9千万円

減少しました。特定財源は、国・都支出金及

び建設事業債の借入れなどが減少し対前年

度比3億2千万円の減となりました。一般財

源の減少が大きいことから、一般財源比率✐

は62.3％となり、0.7ポイントの減となりま

した。 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

地方交付税 ： 普通交付税と特別交付税があり、その財源は、法人税、所得税、消費税、酒税、たばこ税の国税5

税の一定割合と、国の一般会計からの加算や交付税特別会計における借入金です。このうち94%

が普通交付税として、6%が特別交付税として交付されます。 

普通交付税 ： 地方自治体の財源を保障する機能と調整する機能があり、国の基準に基づいて算定した標準的

な歳入額が標準的な歳出額に対して不足する自治体に交付されます。 

一般財源比率 ： ※一般財源比率 ＝ 一般財源 ／ 歳入総額 

歳入に占める一般財源の比率が高いほど、自治体が独自の事業を展開することができることを示

しており、財政の健全性を見る指標の一つになります。 



 

 

  
9 

 

  

212 236 235 225 213 
216 218 

219 241 231 

135 
134 138 

184 198 
170 

168 179 
205 199 

347 
370 373 

409 411 
386 386 398 

446 430 

61.2 

63.9 
62.9 

54.9 

51.9 

56.0 
56.5 

55.1 54.1 53.8 

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

0

100

200

300

400

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

％ 

億円 

年度 

自主・依存財源の推移 

自主財源 依存財源 自主財源比率 

自主財源・依存財源の推移 

平成27年度の自主財源✐の総額は231億

5千万円で、歳入総額に占める割合は

53.8％となっています。平成27年度は国・

都支出金や地方交付税の減などにより依存

財源が減少したものの、市税収入や繰入金

などの減に伴い自主財源額が依存財源以上

に減少したため、自主財源比率✐は、対前

年度比0.3ポイント減少しました。 

市の歳入は依然として国・都支出金や市債

などの依存財源に頼った財政構造になって

おり、財政の自立性がその分失われていることを示しています。自主財源比率の26市平均は

55.6％で、本市は平均を1.8ポイント下回っています。 

国・都支出金の推移 

平成27年度の国・都支出金✐は合計で148

億7千万円、歳入全体に占める割合は34.5％

になっています。このうち生活保護費や児童

手当、保育所運営費などの扶助費に充てられ

た金額は95億8千万円で、国・都支出金総額

の約6割を占めています。この額は、平成18

年度以降増え続けていましたが、平成27年度

で減少に転じています。 

また、平成27年度の普通建設事業費への充

当額は、民間保育所等整備補助事業などの増

があるものの、拝島駅南口自転車等駐車場整

備事業などの減に伴い、対前年度比3千万円

の減となる20億3千万円となりました。 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

自主財源 ： 市税、分担金及び負担金、使用料・手数料、財産収入など、市が独自に収入できる財源。自主財源

の比率が高いほど、行政の自主性と安定性が確保されることになります。 

依存財源 ： 地方交付税、地方譲与税、国･都支出金、市債など、国や都から交付される財源。 

自主財源比率 ： ※自主財源比率 ＝ 自主財源 ／ 歳入総額 

国・都支出金 ： 法令により自治体への支出が義務付けられている「負担金」：生活保護費負担金など 

一定の政策目的の遂行又は奨励のために交付される「補助金」：学校施設環境改善交付金など 

国の事務が自治体に委託されたときに事務経費として交付される「委託金」：国民年金事務取扱費

委託金など 
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財源不足への対応 

長引く景気の低迷により市税収入などに大

きな伸びが見込めない中、歳出においては、

生活保護受給者や保育所入所者数の増加など

により、扶助費は長期間にわたり増加傾向に

あります。また、平成25年度の国民健康保険

料の改定により、一般会計から国民健康保険

特別会計への赤字補塡額は縮小したものの、

高齢化社会の進展により、国民健康保険特別

会計や介護保険特別会計、後期高齢者医療特

別会計への繰出金についても、今後増加して

いくことが見込まれます。 

 

このような財政環境の中で、収支の均衡を図

るため、財源不足に対しては平成3年度以降、

赤字地方債の借入れや基金の取崩しにより対

応してきました。 

平成27年度は市債と基金のバランスを考慮

する中で、赤字地方債である臨時財政対策債

の借入れを対前年度比5億9千万円減の5億6

千万円としました。一方で基金は、平成28年

度以降の財政需要に備え、特定事業のための

基金の取崩しに留め、財政調整基金等、財源

補塡のための取崩しは行わないこととしまし

た。その結果、平成27年度末には財政調整基

金の残高が39億4千万円、赤字地方債の残高

が122億2千万円となっています。 

 

今後、赤字地方債の償還が将来の財政運営の重石とならないよう、また、財政調整基金の枯渇を

招くことのないよう、赤字地方債の借入れ及び財政調整基金の取崩しに極力頼らない財政運営をし

ていくことが望まれます。また、平成28年度以降、大規模普通建設事業も控えていることから、

建設事業債と公共施設整備資金積立金についても、長期的な視野から残高を見込み、計画的に活用

していかなければなりません。引き続き、基金の取崩しと市債の借入れのバランスに配意しながら、

財政運営を行っていく必要があります。 
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歳出決算額の推移 

平成27年度の歳出は419億1千万円で、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業や認定こども園整備

費補助金の減による普通建設事業費の減、財政調整基金積立金や立川基地跡地昭島地区周辺都市基

盤整備基金積立金の減などによる積立金の減により、対前年度比14億5千万円の減となりました。 

性質別歳出額の推移 

「性質別分類」とは、経費を経済的な性質別に分類をしたものです。 

義務的経費✐である人件費✐、扶助費✐及び公債費✐のうち、人件費は退職手当の増などにより

対前年度比1億4千万円の増となりました。また、扶助費は増加し続けており、平成16年度以降は

義務的経費のうち最大の歳出項目となっています。生活保護費や障害者自立支援給付費、子ども子

育て支援新制度による給付費等の増により、対前年度比3億2千万円の増となりました。 

普通建設事業費✐については、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業、認定こども園整備費補助、

中神小除湿温度保持機能復旧工事などの減により、対前年度比2億9千万円の減となっています。 

なお、平成27年度は、基金への積立額が対前年度比15億4千万円の減となったことにより、そ

の他の歳出が大幅な減となりました。 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

義務的経費 ： 地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務付けられ任意に削減できない経費をいい、人件費、

扶助費及び公債費の三つの経費がこれにあたります。 

人件費 ： 職員、議員や非常勤職員に対し勤労の対価、報酬として支払われる経費です。 

扶助費 ： 社会保障制度(生活保護法・児童福祉法等)の一環として、現金や物品等を支給する経費です。 

公債費 ： 市が借り入れた借金(地方債)の元金及び利子の償還額(返済額)です。 

普通建設事業費 ： 施設建設や道路建設及び土地取得など財産(社会資本)を形成する事業に使われる経費です。 
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人件費の推移 

平成27年度の人件費✐の決算額は61億2千万円で、対前年度比1億4千万円、2.4％増加しまし

た。この要因は、職員給✐は横ばいで推移しているものの、退職者数の増により退職手当が増加し

たことなどによるものです。 

昭島市では平成6年度からの行財政健全化の取組などにより、職員数においては平成6年度の

989人をピークに346人の削減をするなど、人件費の圧縮を行ってきました。 

 

 

 

平成27年度決算では、市民一人当たりの人件費は54,175円となり、26市の平均52,644円と

比較して1,531円高い結果となりました。引き続き人件費の抑制に努めていくことが課題となって

います。 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

人件費 ： 職員、議員や非常勤職員に対し勤労の対価、報酬として支払われる経費です。 

職員給 ： 一般職職員の給与費で、退職手当を除く職員手当なども含んでいます。 
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扶助費の推移 

平成27年度の扶助費の決算額は140億5千万円で、対前年度比3億2千万円、2.3％の増となって

います。また、性質別歳出における最大の歳出項目となっています。 

これは増加傾向が続く生活保護費や、障害者自立支援給付費の増に加え、平成27年度から本格施

行された子ども子育て支援制度による給付費等の増などが主な要因となっています。 

 グラフからも分かるとおり、扶助費の決算額は増加し続けており、扶助費のあり方については、

給付水準や給付と負担のバランスなどについて幅広い論議が必要となっています。 

 
✐扶助費各項目については、下欄の用語解説を参照 

 

市民一人当たりの扶助費は

124,398円となりました。これ

は26市の平均106,566円と比

較すると17,832円も高く、26

市中5番目に高い水準です。本市

の扶助費の負担額は他市に比べ

て大きいことが分かります。 

 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

扶助費 ： 社会保障制度(生活保護法・児童福祉法等)の一環として、現金や物品等を支給する経費です。 

児童福祉費 ： 保育所の運営費や児童手当等です。子育て世帯臨時特例給付金を含みます。 

生活保護費 ： 生活保護費：生活保護法による生活、教育、医療扶助等です。 

社会福祉費 ： 身体、知的障害者等への支援費等です。臨時福祉給付金を含みます。 
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扶助費の内訳 

扶助費のうち、主な事業の利用者一人当たりのサービス受給額では、障害者施設や老人ホームな

どの施設入所費や、生活困窮者への生活費などの扶助を主とする生活保護費の受給額が高くなって

います。 

また、サービス受給額は、国や都が負担している部分と、利用者が負担している部分、市が負担

している部分に分けられます。事業によっても異なりますが、サービス受給額のうち概ね1/2～

1/4を市が負担しており、その財源は市税などの一般財源が充てられています。 

（単位：千円）

かかった
費用の総額

サービスを
受けた人

1人又は１世帯

のサービス額

左のうち
市負担額

市負担割合

66,431 157人 423 106 25.1%

134,347 21人 6,397 1,599 25.0%

417,065 157人 2,656 648 24.4%

99,717 71人 1,404 351 25.0%

41,074 49人 838 241 28.8%

4,390,124 2,430人 1,807 418 23.1%

49,676 26人 1,911 1,657 86.7%

3,602,362 2,439人 1,477 506 34.3%

1,770,485 7,786世帯 227 37 16.3%

462,763 943世帯 491 327 66.6%

児童手当

児童扶養手当

短期入所給付費

生活保護費

老人保護措置費

保育所費

主な事業

障

害

者

支

援

の

主

な

サ

ー

ビ

ス

居宅介護給付費

重度訪問介護給付費

生活介護給付費

施設入所支援給付費

※「サービスを受けた人」については、障害者支援の主なサービスは平成2８年3月の利用者数、生活保

護費、老人保護措置費及び児童扶養手当については平成2７年度末の実人員数又は実世帯数、保育所費は

平成2８年3月1日現在の実人員数、児童手当は平成2８年2月末日現在の実世帯数を使用し、算出しまし

た。 

✐各項目については、下欄の用語解説を参照 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

居宅介護給付費 ： 自宅において、入浴、排せつ、食事などの介護等を行うための費用 

重度訪問介護給付費 ： 重度の肢体不自由があり常に介護を必要とする方に、自宅で、入浴、排せつ、食事などの介護及

び外出時における移動支援などを総合的に行うための費用 

生活介護給付費 ： 常に介護を必要とする人に、主に昼間において、入浴、排せつ、食事などの介護等を行うとともに、

創作的活動又は生産活動の機会を提供するための費用 

施設入所支援給付費 ： 施設に入所する人に、夜間や休日において、入浴、排せつ、食事などの介護等を行うための費用 

短期入所給付費 ： 自宅で介護をする人が病気の場合などに、短期間、施設において入浴、排せつ、食事などの介護

等を行うための費用 

生活保護費 ： 生活保護法による生活扶助、医療扶助、教育扶助等 

老人保護措置費 ： 養護老人ホームへ、一定の要件に該当する高齢者が入所するための費用 

保育所費 ： 児童の保育所への入所にかかる費用 

児童手当 ： 中学校修了前までの子どもを養育している保護者等への手当 

児童扶養手当 ： ひとり親家庭等の児童の養育を援助するための手当 
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公債費の推移 

平成27年度の公債費✐の決算額は21億4千万円で、対前年度比4億円、15.8％の減となりまし

た。これは、平成23年度に借り入れた都市計画道路３・４・２号整備事業債や臨時財政対策債の

元金償還が始まったことに伴う増はあるものの、平成16年度に借り入れた減税補塡債などの償還

が終了したことなどに伴う減によるものです。 

公債費は、都市計画道路３・４・２号整備事業などのために借り入れた建設事業債の元金償還が

順次始まっていることや、財源不足を補塡するため赤字地方債である臨時財政対策債✐の借入れを

行っているため平成２３年度から上昇が続いていたものの、減税補塡債などの償還終了に伴い平成

27年度においては減に転じました。ただし、今後も大規模建設事業の実施や、職員の大量退職に

対応するため、厳しい財政運営が見込まれることなどから、公債費の今後の動向をしっかりと把握

する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民一人当たりの公債費は18,987円とな

り、26市の平均20,215円に比べ1,228円

低い水準で、26市の中でも中位に位置して

います。本市の公債費の負担額は他市と比べ

ても平均的な水準ですが、今後も大規模建設

事業の実施等により市債の借入れが予定さ

れており、その動向は注視が必要です。 

 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

公債費 ： 市が借り入れた借金(地方債)の元金及び利子の償還額(返済額)です。 

臨時財政対策債 ： 地方財源の不足に対処するため、特例措置として地方交付税算定上の一定の数値により発行を

許可される地方債です。 
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普通建設事業費の推移 

平成27年度の普通建設事業費✐の決算額

は38億7千万円で、対前年度比2億9千万円、

7.0％の減となりました。この要因は、拝島

駅南口自転車等駐車場整備事業、認定こども

園整備費補助、中神小除湿温度保持機能復旧

工事の終了などが挙げられます。普通建設事

業費は年度ごとの事業計画などにより大き

く変動します。市民一人当たりの負担額は

34,294円で、26市の平均37,312円と比

較して3,018円低い水準となっています。 

 

平成27年度の普通建設事業費に対する一

般財源✐の充当額は9億2千万円で、普通建

設事業費総額に占める割合は23.8％です。

事業費の約８割は国や都からの補助金や市

債の借入れにより対応している状況で、これ

は普通建設事業費などの投資的経費に一般

財源をまわす財政的な余裕がなくなってい

ることの表れでもあります。 

 

 

 

 

 

平成27年度は国及び東京都の補助制度

を活用する中で、都市計画道路３・４・２

号整備事業など拝島駅周辺整備事業の進

捗を図ったほか、保育施設の新築工事費へ

の補助による子育て環境の充実を進める

など、厳しい財政状況の中においても、『元

気都市 あきしま』の実現に向けたまちづ

くりを進めました。 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

普通建設事業費 ： 施設や道路の建設及び土地取得など財産(社会資本)を形成する事業に使われる経費です。 

一般財源 ： 使途が特定の目的に限定されていないどんな経費にも自由に使える財源のことで、市税、地方交

付税、利子割交付金、地方消費税交付金などが主なものです。 
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その他の経費（物件費・補助費等・繰出金） 

その他の経費には、物件費✐、補助費等✐、

繰出金✐、維持補修費及び積立金などが挙げ

られます。平成27年度のその他の経費の決

算額は157億3千万円で、対前年度比12億

2千万円、7.2％の減となっています。 

 

物件費は61億3千万円で、対前年度比2億

5千万円、4.2％の増となりました。これは

学童クラブ運営業務委託の増や、社会保障・

税番号制度の施行に伴うシステム改修等経

費が主な要因となっています。市民一人当た

りの物件費は54,305円で、26市の平均53,699円より606円高い水準となっています。物件費

については、市民サービスの維持向上と行政運営の効率化を図るため、積極的に民間委託を推進し

ている中で、今後増加していくことが見込まれますが、今般の財政状況を考慮し、なお一層の抑制

に取り組む必要があります。 

 

補助費等については31億9千万円で、対前年度比2億2千万円、7.4％の増となっています。これ

はプレミアム付商品券発行事業補助金の増などによるものです。 

 

繰出金は43億4千万円で、対前年度比1億

4千万円、3.0％の減となりました。 

国民健康保険特別会計への繰出金は、対前

年度比6千万円、4.2％の減となりましたが、

依然として財源補塡などのために13億5千

万円という多額の繰出金を支出しています。 

また、介護保険特別会計へ11億8千万円、

後期高齢者医療特別会計へも10億6千万円

を繰り出すなど、一般会計を圧迫する要因と

なっており、抑制が課題となっています。 

 

 平成27年度はこのほか、財政調整基金や立川基地跡地昭島地区周辺都市基盤整備基金への積立

ての減少により、積立金が対前年度比15億4千万円の大幅な減となりました。 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

物件費 ： 人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的性質の経費の総称です。 

補助費等 ： 一部事務組合への負担金や各種団体への補助金など、市町村が他の市町村や民間へ目的を達

成するために現金支給する経費です。 

繰出金 ： 一般会計と特別会計や、特別会計相互間に支出される経費です。 
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社会保障施策に要する経費 

消費税率の引上げ✐に伴い、平成26年度より、地方消費税交付金の一部として社会保障財源化

分が交付されています。この収入については、社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費✐

に充てるものとされています。 

平成27年度は、以下のとおり、社会保障施策に要する経費の一般財源分に充てました。 

  
 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

消費税率の引上げ ： 平成26年４月１日より、5.0％から8.0％へ引上げとなりましたが、これは消費税・地方消費税

を合わせたもので、地方消費税は1.0％から1.7％の引上げとなりました。 

社会保障施策に要する経費 ： 社会保障４経費（年金・医療・介護・子ども子育て）に、社会福祉・社会保険・保健衛生の各

分野の経費を加えた総称を言います。地方消費税は、社会保障施策に要する経費に充てる

ことが、法律で定められています。 

（単位：千円）

（単位：千円）

国都支出金 地方債 その他

社 会 保 障
財源化 分の
地方消 費税
交 付 金

その他

障 害 者 福 祉 事 業 2,192,331 1,645,018 142 91,000 456,171

高 齢 者 福 祉 事 業 207,664 18,553 12,258 60,000 116,853

児 童 福 祉 事 業 7,876,096 4,983,233 744,705 550,324 1,597,834

母 子 福 祉 事 業 553,056 209,040 283 57,000 286,733

小　　　計 10,829,147 6,855,844 757,388 758,324 2,457,591

介 護 保 険 事 業 915,271 13,895 154,000 747,376

国 民 健 康 保 険 事 業 478,807 331,212 45,000 102,595

小　　　計 1,394,078 345,107 199,000 849,971

高 齢 者 医 療 事 業 880,260 127,389 126,000 626,871

健 康 増 進 対 策 事 業 141,457 26,930 141 21,000 93,386

疾 病 予 防 対 策 事 業 467,221 21,293 11,057 107,000 327,871

母 子 保 健 事 業 129,873 24,334 973 19,000 85,566

医 療 提 供 体 制
確 保 事 業

35,897 12,227 4,000 19,670

小　　　計 1,654,708 212,173 12,171 277,000 1,153,364

13,877,933 7,413,124 769,559 1,234,324 4,460,926

※介護保険事業、国民健康保険事業及び高齢者医療事業に要する経費は、一般会計繰出金から
　人件費等を除いた額。

社会保障財源化分

2,650,908 1,416,584 1,234,324

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　　計

地方消費税交付金
総　額 一般財源分

事　業　名 経　費

財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般 財 源

社
会
福
祉
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財政の弾力性・健全性 

経常収支比率の推移 

財政構造の弾力性を示す指標として経常収支比率✐があります。端的にいえば、固定的な経費以外

にどれだけの一般財源を使うことができるかを示す指標です。 

本市の比率は、平成18年度に税制改正による税源移譲などのため市税が大幅に増加したことなど

から比率は低下しましたが、その後再び90％を超え、非常に高い状況が続いています。 

平成27年度については、経常収支比率の分

母となる歳入は市税の減はあるものの、地方

消費税交付金の増などにより対前年度比

0.7％の増に留まった一方、分子となる歳出

は人件費や扶助費などの増により対前年度

比1.4％の増となりました。その結果、経常

収支比率は93.0％となり、前年度から0.7

ポイント悪化しました。26市の平均88.2%

より高い水準にあり、一般的に80％を超え

ると財政の弾力性を欠いている状態にある

と言われていることから、依然として、政策

的に使えるお金が少ない状態にあると言え

ます。 

歳入経常一般財源✐が歳出経常経費充当一

般財源✐を上回るほど、市民要望を実現する

新規事業などの自主的な施策の充実を図る

ことができます。平成27年度は地方消費税

交付金などの増に伴い歳入経常一般財源は

前年度に比べ改善しました。 

今後、『元気都市 あきしま』の実現に向

けて、積極的に各種事業を展開していくため

にも、引き続き歳出経常経費の伸びを抑え、

財政の弾力性の回復を図る必要があります。 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

経常収支比率 ： 経常的な歳出経費に使う一般財源額に対して、市税など毎年経常的に入ってくる一般財源額の比

率。したがって、この比率が低いほど普通建設事業費などの臨時的な経費への対応力が大きくな

ります。一般的に80％を超えると財政の弾力性を失いつつあるといわれています。 

経常収支比率 ＝ 
歳出経常経費充当一般財源額 

× 100 
歳入経常一般財源額＋減税補塡債＋臨時財政対策債 

歳入経常一般財源 ： 一般財源のうち、市税(都市計画税を除く)や地方消費税交付金など安定的に収入されるものをい

います。 

歳出経常経費充当一般

財源 

： 人件費や扶助費など行政活動を行う上で経常的に支出される経費に対して、国や都からの補助

負担金などを除いた一般財源充当額。 
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市債現在高の推移 

市債には学校や道路などの建設資金として借り入れる「建設事業債」と、地方の財源不足を補う

ために特別に借入れが認められる減税補塡債✐や臨時財政対策債などの｢赤字地方債｣があります。 

平成27年度の市債借入額は11億8千万円

でした。そのうち建設事業債が6億2千万円、

臨時財政対策債が5億6千万円となっていま

す。地方消費税交付金などが増となる中、認

められる赤字地方債の額も縮小傾向にあり、

今後、赤字地方債の借入れに頼らない自主・

自立の財政運営ができるように、歳入の確保

と歳出の抑制が課題となっています。 

 

【主な市債借入額】 

建設事業債  赤字地方債   

市庁舎建設及び市庁舎周辺道路整備（4～14年度） 35.0億円 減税補塡債（6～8年度） 38.8億円 

保健福祉センター建設（11～13年度） 13.6億円 （10年度） 7億円 

拝島駅周辺整備等（16年度～） 29.6億円 （11～18年度）   17.2億円 

環境コミュニケーションセンター整備（21～22年度） 19.6億円 臨時財政対策債（13～27年度） 158.7億円 

 

市債残高については、建設事業債・赤字地

方債ともに前年度より減となり、借入額総

額を元金償還額以下としたことから、対前

年度比7億4千万円減の221億2千万円と

なりました。しかし、今後も大規模建設事

業が見込まれていることから、建設事業債

を計画的に活用していく必要があります。

また、赤字地方債は残高に占める割合が増

加傾向にあり、今後の抑制が課題となって

います。 

 

 

市民一人当たりの市債現在高は195,934円

となり、26市の平均203,708円に比べ

7,774円低い水準で、本市は26市中低い方か

ら12番目です。他市と比べても平均的な水準

ですが、市債現在高については今後も注視が

必要です。 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

減税補塡債 ： 国の景気対策としての減税の影響による市税収入の減少分を補うために発行が許可される地方

債。（平成6年度～8年度 平成10年度～18年度） 
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基金現在高の推移 

本市では、財政調整基金✐のほか公共施設整備

資金積立基金などの特定目的基金を設置し財政

運営を行っています。財政調整基金は年度間の

財源調整のために、公共施設整備資金積立基金

は公共施設整備のために積み立てている基金で

す。また、退職手当資金積立基金は単年度の退

職者数の大幅な増加に伴う収支の不均衡を補う

目的で積み立てている基金です｡ 

平成3年度以降、市税の伸び悩みや収益事業収

入が減となる反面、大規模建設事業の実施や扶

助費などの支出が増加してきたことにより、収

支の均衡を図ることが困難となったことから、基

金の取崩しを行ってきました。 

平成27年度についても前年度に引き続き、翌

年度以降の財政需要に備え、基金取崩しの抑制を

図った結果、財政調整基金、公共施設整備資金積

立基金及び退職手当資金積立基金の取崩しはあ

りませんでした。一方で、今後の事業に備え立川

基地跡地昭島地区周辺都市基盤整備基金や特定

防衛施設周辺整備調整交付金事業基金への積立

てを行ったため、基金残高は全体で109億9千万

円となりました。 

今後の市税収入の動向が懸念される中、大規模建設事業の実施や特別会計繰出金の増加、職員の

大量退職などから多額の基金取崩しをせざるを得ない状況が見込まれ、引き続き厳しい財政運営が

予測されます。 

市民１人当たりの基金現在高は、97,338円と

なり、26市の平均68,833円に比べ28,505円

高い水準となっています。今後の財政需要に備

え、財政調整基金などの取崩しの抑制を図った

ことに加え、多額の積立てを行ったことから前

年度に比べ基金現在高は増加しました。 

 

 

 

 

 
✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

財政調整基金 ： 年度間の財源調整を行い、財政の健全な運営を図ることを目的とした基金。 
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健全化判断比率及び資金不足比率 

制度のあらましと平成２７年度の算定結果 

平成19年度決算から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて新たな財政指標を

算定し公表することが義務付けられました。これは地方自治体の財政破綻を未然に防ぐために財政

の健全性を判断し、悪化した場合には早期の健全化につなげるものです。それまでの制度とは異な

り、特別会計や地方自治体が加入する一部事務組合なども指標算定の際の対象に含まれています。 

実質赤字比率など4つの指標からなる健全化判断比率には国が定めた早期健全化基準が設けられ

ており、この基準を1つでも超えると、財政健全化計画を定めて悪化した市の財政を建て直すこと

になります。また、公営企業については、会計ごとに資金不足比率を算定することになっており、

経営健全化基準が定められています。 

平成27年度の健全化判断比率・資金不足比率の状況は下記の表のとおりです。各指標それぞれの

算定方法などについては次ページ以降で解説します。 

 

健全化判断比率と早期健全化基準 

指標の名称 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 26市平均 

実質赤字比率 － 12.37％  20.00％  － 

連結実質赤字比率 － 17.37％  30.00％  － 

実質公債費比率 0.9％ 25.0％  35.0％  0.9％  

将来負担比率 － 350.0％  － － 

※実質赤字額・連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－」と表しています。 

 

資金不足比率と経営健全化基準 

指標の名称 資金不足比率 経営健全化基準 26市平均 

下水道事業特別会計 － 20.0％  

－ 中神土地区画整理事業特別会計 － 20.0％  

水道事業会計 － 20.0％  

※資金不足額がない場合は「－」と表しています。 

 

上記のとおり、健全化判断比率はいずれも早期健全化基準を大きく下回り、資金不足額について

も発生していません。これらの指標では本市の財政状況は健全であることを示す結果となりました。 

実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率は、単年度の収支の状況を表すもので、赤字

にはなっていませんが、今までお伝えしてきたとおり、財政構造の弾力性を表す経常収支比率は高

く、財政の硬直化が進んでいます。また、実質公債費比率及び将来負担比率は、借金（負債）の単

年度及び将来に係る状況を表すものですが、基準を下回っているとはいえ赤字地方債が残高の半分

以上を占めている現状では、赤字地方債の借入れに頼らない自立した財政運営が求められています。 
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実質赤字比率 

実質赤字比率✐は、市の財政規模（標準財政規模✐）に対する一般会計の赤字額の割合を示しま

す。家計に例えると、１年間の収入と支出を比べて、赤字になった額が家計の規模に対してどのく

らいの割合であったかということです。 

平成27年度決算においては黒字となり、実質赤字比率は算定されませんでした。 

※以下、特に断りのない場合、単位はすべて千円です。 

 

 

 

 

 

 

連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、市の財政規模に対する全会計の赤字額の割合を示します。家計に例えると、

仕送りを受けて一人暮らしをしている子どもなど、お金のやりとりのある世帯をあわせて１年間の

収入と支出を比べて赤字になった額が、主の世帯の家計の規模に対してどのくらいの割合であった

かということです。 

平成27年度決算においては、全ての会計で黒字となり、合計すると3,995,640千円の黒字とな

りました。 
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実質赤字額 ： 歳入から歳出を単純に引いた「形式収支」から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支

が赤字になった場合の、当該赤字額を言います。ただし、地方公営企業法が適用される水道事業

会計の赤字額は、企業債及び引当金を除く流動負債から貸倒引当金を除く流動資産の額を差し引

いた額。また、法非適用宅地造成事業の中神土地区画整理事業特別会計は、実質収支と土地収

入見込額の合計が赤字になった場合の額となります。 

標準財政規模 ： 普通交付税の算定にあたり、市税や地方消費税交付金などの一般財源（何にでも使えるお金）の

収入額がどのくらいの規模であるかを示す数値を言い、各自治体の財政規模を表します。なお、国

の財源が不足しているため普通交付税の代わりに臨時的に発行できるとされた借金（臨時財政対

策債）の額を含みます。 

参考：全会計の赤字額内訳　　

一般会計 ：なし (993,725)

国民健康保険特別会計 ：なし (197,597)

介護保険特別会計 ：なし (245,907)

後期高齢者医療特別会計 ：なし (27,859)

下水道事業特別会計 ：なし (398,839)

中神土地区画整理事業特別会計 ：なし (27,992)

水道事業特別会計 ：なし (2,103,721)

連結実質赤字比率(%)

－

全会計の実質黒字額が3,995,640千円でしたの

で、実質黒字比率を算定すると18.70％となり

ます。

全会計の実質赤字額

21,365,128

（参考）

な　　し

＝

標準財政規模

一般会計の実質赤字額

21,365,128

実質黒字額が993,725千円でしたので、実質黒
字比率を算定すると4.65％となります。

（参考）

な　　し
実質赤字比率(%)

＝
－

標準財政規模
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実質公債費比率 

実質公債費比率は、市の財政規模に対する、特別会計などを含めたすべての借金の返済に充てた

税などの割合を示します。家計に例えると、住宅ローンなどの借金返済額が、1年間の家計でどの

くらいの割合を占めていたかということです。 

なお、前3箇年の平均値を平成27年度決算の実質公債費比率として扱います。 

平成27年度の実質公債費比率は、借金返済額等の減などにより単年度の数値が大幅に減少したこ

となどにより、対前年度比0.3ポイント減の0.9％となりました。 
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借金返済額等 ： 通常、借金返済額（公債費）として扱うものは一般会計が直接支出する借金返済額だけですが、

実質的に借金返済額と考えられるもの（実質公債費）として、特別会計や一部事務組合の借金返

済に充てるために一般会計が支払った額や、公債費に準ずる債務負担行為に係る支払額（例え

ば土地開発公社から市が買い戻す土地の代金など）を、この指標では含みます。 

特定財源： ： 使途が定められていてほかには使えない収入のことで、都市計画事業のための借金返済に充て

ることができる都市計画税などです。 

普通交付税措置額： ： 臨時財政対策債など普通交付税算定上の需要（支出）額に含まれる借金返済額のことです。これ

らは国の施策による借金であり、実質公債費比率の計算において、分母・分子ともに差し引くこと

になっています。 
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年度 

実質公債費比率の推移 

昭島市 26市平均 全国市区町村平均（平成27年度は未発表） 

参考：借金返済額等内訳　　 参考：特定財源・普通交付税措置額内訳

一般会計が直接支払った借金返済額 ： 特定財源 ：

特別会計の借金返済に充てるための繰出金 ： 交付税措置額 ：

一部事務組合の借金返済に充てるための負担金 ：

公債費に準ずる債務負担行為に係る支払額 ：

(小数点２位以下切捨て)

借金返済額等

＝

実質公債費比率

1.404831.046170.40009

＋＋

実質公債費比率

（％）

0.9

3 ＝÷

21,365,128

標準財政規模

857,255

1,712,347

－

－

平成25年度

2,128,804

8,170

94,101

417,156

（単年度）（％）

0.40009

特定財源・普通交付税措置額

2,569,602

普通交付税措置額

1,712,347

2,648,231

比率（％）

平成27年度

比率（％）

平成26年度

比率（％）
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将来負担比率 

将来負担比率は、市の財政規模に対する今後支払う負債に充てる税などの割合を示します。家計

に例えると、住宅ローンなどでまだこれから払わなければならない残額から貯金などを差し引いた

金額が、１年間の家計の規模と比べてどのくらいかという割合です。 

平成27年度の将来負担比率は、前年度に比べ一般会計の借金の残高が減となったことや退職手当

負担見込額が減となったことなどにより将来負担額が減少したことに加え、充当可能基金が増加し

たことなどにより、将来負担額を充当可能財源等が上回り、将来負担比率は算定されませんでした。

なお、下記の計算式にそのまま当てはめて比率を算定した場合、対前年度比11.0ポイント減の 

－19.1％になります。 
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将来負担額： ： 実質公債費比率で扱った借金返済額等の残高にあたり、一般会計の借金の残高のほか、特別会

計や一部事務組合の借金の残高のうち繰出金や負担金といった形で一般会計が支払うと見込ま

れる額、債務負担行為として既に支払契約を結んでいるものに対する今後の支払額及び職員の

退職金などの総額になります。 

充当可能財源等： ： 年度毎に入ってくる一般財源以外で、借金返済に使える財源のことで、今ある貯金の額や、都市

計画事業債の返済に充てることができる都市計画税等の特定財源の今後の収入見込額です。 

なお、実質公債費比率と同様、普通交付税措置額は分母・分子ともに差し引くこととなっており、

分子からは今後措置される借金総額を、分母からはその年度に措置された返済額を差し引いてい

ます。 
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将来負担比率の推移 

昭島市 26市平均 全国市区町村平均（平成27年度は未発表） 

参考：将来負担額内訳　　 参考：充当可能財源等内訳

一般会計の借金の残高 ： 充当可能基金 ：

特別会計の借金残高のうち一般会計支払見込額 ： 充当可能特定財源 ：

一部事務組合の借金残高のうち一般会計支払見込額 ： 普通交付税措置額 ：

公債費に準ずる債務負担行為に係る今後支払額 ：

職員退職金 ：

＝

　　　

18,750,023

－

充当可能財源等が将来負担額を上

回り、将来負担比率はありません

でしたが、計算式にそのまま当て

はめると－19.1％となります。

－

－

22,120,378

48,441

236,353

2,908,121

6,310,136

充当可能財源等

35,385,394

普通交付税措置額
（参考）

将来負担比率（％）

10,108,762

6,526,609

将来負担額

標準財政規模

31,623,429

1,712,34721,365,128
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資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業の事業規模に対する資金不足額（赤字額）の割合を示します。 

全ての公営企業会計において、資金不足額（赤字額）は発生していないため、資金不足比率は算

定されませんでした。 

 

（1）下水道事業特別会計 

資金不足額

2,097,723

資金剰余額が398,839千円でしたので、資金
剰余比率を算定すると19.0％となります。

（参考）

－
資金不足比率(%)

＝
－

事業の規模

 

（2）中神土地区画整理事業特別会計 

資金不足額

27,992

資金剰余額が27,992千円でしたので、資金剰余
比率を算定すると100.0％となります。

（参考）

－
資金不足比率(%)

＝
－

事業の規模

 

（3）水道事業会計 

資金不足額

1,666,334

（参考）

－
資金不足比率(%)

＝
－

事業の規模
資金剰余額が2,103,721千円でしたので、資金剰

余比率を算定すると126.2％となります。
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資金不足額： ： 下水道事業特別会計及び中神土地区画整理事業特別会計は、実質赤字額と同じです。水道事

業会計では、企業債及び引当金を除く流動負債から貸倒引当金を除く流動資産の額を差し引い

た額となります。 

事業の規模： ： 営業収益の額から受託工事収益の額を差し引いた額（又はそれに相当する額）のことです。な

お、中神土地区画整理事業特別会計では、実質黒字額と土地収入見込額の合計額となります。 
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今後の財政の健全化に向けて 

本市の財政状況については、平成27年度決算では、歳出において普通建設事業費や積立

金の減などがあるものの、歳入の根幹を成す市税収入は前年度を下回り、3億円を超える

普通交付税の交付を受けても、なお５億6千万円の臨時財政対策債の借入れにより財源補

塡をせざるを得ない、大変厳しい状況にありました。平成28年度においても、当初予算で

は基金からの繰入れ及び臨時財政対策債の借入れをあわせて26億円の計上を行い、その後

補正予算を経て、前年度からの繰越金や行財政健全化の効果額を反映しても、未だ23億3

千万円の計上が続いています。 

こうした中、平成29年度以降の財政環境については、歳入においては、回復基調にある

現在の社会経済情勢から、市税収入や各種交付金などに一定の改善は見込まれるものの、

現時点において一般財源収入の大幅な改善を見通せる状況にはありません。一方で、歳出

においては、立川基地跡地昭島地区整備事業、（仮称）教育福祉総合センター整備事業の

本格化や、東中神駅自由通路整備事業、都市計画道路３・４・１号整備事業など、並行し

て進めなければならない大規模建設事業に伴う普通建設事業費への対応に加え、扶助費で

は、障害者自立支援給付費や生活保護費のほか、保育園の待機児童解消策の推進などによ

る児童福祉費など、引き続き多額の財政需要が見込まれています。さらには、平成27・

28年度で策定する公共施設等総合管理計画を受けて、公共施設の更新や統廃合に係る経費

が今後見込まれる状況であり、国・都支出金などの特定財源の積極的な確保に努めた上で、

基金の取崩しや市債の借入れに頼らざるをえない厳しい状況がしばらくは続くものと見込

まれます。 

このような状況にあっても、第五次総合基本計画に基づく「元気都市あきしま」の確か

な実現に向け、質の高い魅力にあふれた「新しい昭島」のまちづくりを進めていくために

は、これまで以上に国・都支出金をはじめとした財源の確保に努めるほか、限られた財源

のさらなる有効活用を図り、着実かつ効果的に各種施策を推進することが重要となります。 

本市では、平成27年4月に「昭島市中期財政計画」を策定し、その後の財政状況の変化

に合わせ改定を行っています。今後とも市民福祉の維持増進を図り、適正で効率的なサー

ビスを将来にわたって継続的・安定的に提供するために、引き続き行財政改革を推進しな

がら、将来を見据えた計画的な財政運営に努めてまいります。 

 

昭島市では、昭島市公式ホームページや広報紙で、下記の財政情報を公表しています。 

□公式ホームページ URL   http://www.city.akishima.lg.jp/060/070/index.html 

   当初予算大綱・概要、補正予算概要 

上半期財政状況・下半期財政状況・決算状況 

   決算カード、財政状況資料集、比較分析表 

健全化判断比率及び資金不足比率の状況 

財政白書（昭島市の財政）、やさしい昭島市の財政 

財務書類、昭島市中期財政計画 

□広報あきしま 当初予算：４月１日号      決算：10月15日号 

   上半期財政状況：12月１日号  下半期財政状況：６月１日号 

   ※広報でのお知らせ時期は前後することがあります。 
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